
活
内容説明が養われます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

泉の森ふれあいキャンプ場の施設が老朽化していること 標 予　定指標値
から、計画的な修繕の検討が必要です。 3

実　績 －－－事業目的を踏まえた手段手法の一部見直しが必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

引き続き利用率の向上に向けた対策を検討するとともに、今後の市の関与の在り方や受益者負担についても

検討していきます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9649

一般会計

事務事業名 青少年キャンプ施設管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年育成担当 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和58年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

青少年、青少年育成団体、親子等。 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 9,182 8,264 8,347

人件費 1,764 1,209 629

目　的 総事業費 10,946 9,473 8,976

野外での活動を通して、青少年が自然に親しみ、情操を 30年度事業費（予算額）財源内訳
高め、心豊かな人間性を培う場や、親子のふれあいを深 国支出金 0

める場を提供します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託・指定管理 】 市債 0

・泉の森ふれあいキャンプ場を開設し、青少年団体や親 その他 0

　子等に提供します。 一般財源 8,347
合　計 8,347

３.活動内容

名称 開設日数（泉の森ふれあいキャンプ場） 単位 日
活

内容説明 年間開設日数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 302 302 302指標値
1

実　績 301 301 －－－成　果（効果･予測）

自然の中で様々な体験をすることにより、親子のふれあ 名称 単位
いが図られるとともに、青少年の情操や社会性、自立性



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：市が関与する必要性が低くなりつつある。

市の関与の妥当性
青少年の情操や社会性、自立性及び親子のふれあいを深める場所を提供する意義は高

いですが、市の関与の在り方については検討が必要です。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 年間の稼働率、利用率が高く、利用者アンケートからも満足度の高い回答を得ている

ことから、成果を十分に上げていると捉えています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
最小限の人員によって、効率的な経費の運営を図っています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：一部見直しが必要である。

受益・負担の公平性
泉の森キャンプ場については、無料であることから、受益者負担の在り方について検

討が必要です。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまと、市のホームページへの掲載を活用した情報提供に努めています。ユニバ

ーサルデザインは自然の中にある施設であることから、完全に対応することは困難で
Ａ Ａ Ａ

すが、平成２８年度には車いす利用者が不便なく使用できるように多目的トイレの改

修工事を行いました。



,000指標値
1

実　績 140,328 127,321 －－－成　果（効果･予測）

・青少年健全育成施設として、地域の子どもたちの居場 名称 １館あたりの行事実施回数 単位 回
　所の提供をすることで、放課後の子どもの安心安全を 活

内容説明 総事業実施回数／２２館　確保します。 動

・管理指導員による遊びの指導や集団生活を通して、子 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

　ども同士の良好な関係を築きます。 標 予　定 12 12 12指標値
2

実　績 12 12 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

単独児童館２館は、昭和４８年建築のため老朽化してい 標 予　定指標値
ることから、大和市公共施設保全計画に基づき修繕を行 3

実　績 －－－っていきます。

また、児童が安心して放課後を過ごせるよう、放課後児 名称 単位
童クラブや放課後子ども教室を含めた放課後全児童対策 活

内容説明の検討が必要です。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

引き続き児童館ごとの来館者数や利用者ニーズの分析、来館者数の増加につながる事業について検討をおこ

ないます。従来以上に地域に密着した管理運営を進めていきます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9650

一般会計

事務事業名 児童館管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年育成担当 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和48年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内在住６歳以上１６歳未満の者、市内居住の付添人の 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
ある６歳未満の者、児童の育成に関する事業を行う団体 事業費 62,748 64,898 64,034

人件費 2,976 2,678 2,678

目　的 総事業費 65,724 67,576 66,712

児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を 30年度事業費（予算額）財源内訳
豊かにします。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：指定管理 】 市債 0

・コミセン併設児童館２０館及び単独児童館２館は、そ その他 0

　れぞれの指定管理者が地域に密着した管理運営を行い 一般財源 64,034

　ます。 合　計 64,034

・子どもたちと関わりを持ちながら、様々な季節の事業 ３.活動内容
　を通して想像力豊かな発想を導き出すよう、展開して 名称 利用人数 単位 人
　いきます。 活

内容説明 全館における利用者合計動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 145,000 145,000 145



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：市が関与する必要性が低くなりつつある。

市の関与の妥当性
地域住民により構成された団体が、指定管理者として、市の委託業務を遵守しつつ、

主体的に地域の実情に即した管理運営を実施していることから、市の関与は低くなっ
Ｂ Ｂ Ｂ

ています。

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 利用者のニーズを把握した自主事業の実施に努めると共に、子どもたちの放課後の安

全な居場所となるよう、運営に努めます。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
地域住民主体となった指定管理者による自主的な管理運営がなされていることから、

経費は適正な水準と考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
地域に健全で自由な遊び場として開放していることから、公平性と負担の適正化は図

られています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：社会的配慮は行っているが、まだ不十分である。

社会的配慮
各児童館によるホームページの公開や、大和市文化創造拠点シリウスでの児童館作品

展の実施など、市民へ向けた情報提供を行っています。単独児童館は昭和４８年に設
Ｂ Ｂ Ｂ

立されており、ユニバーサルデザインに対応はしていませんが、今後の改修等に合わ

せて対応していく予定です。



ブに入会できない児童（入 活
内容説明 （公営）児童クラブ入所児童数の合計　会保留児童）を受け入れた他の民営児童クラブについ 動

　ては、その人数により、市から運営補助金を交付しま 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

　す。 標 予　定 1,249 1,282 1,285指標値
1

実　績 1,214 1,233 －－－成　果（効果･予測）

子どもたちは児童クラブで生活しながら社会性や自立心 名称 入所児童数（民営委託） 単位 人
が養われます。あわせて保護者が安心して就労等ができ 活

内容説明 （民営委託）児童クラブ入所児童数の合計る環境を整えることができます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 110 118 119指標値
2

実　績 110 116 －－－

名称 入所児童数（民営補助） 単位 人
活

内容説明 （民営補助）児童クラブ入所児童数の合計動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

保護者の就労ニーズの高まりなどから、今後も入会希望 標 予　定 154 153 198指標値
児童数の増加が見込まれるため、居室の確保策の検討が 3

実　績 187 188 －－－必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

保護者の就労ニーズの高まりなどにより、今後も入会希望の児童数の増加が想定されることから、居室の確

保についての検討を行うとともに、人員の確保のための職員の待遇改善を行います。また、放課後児童を対

象とした各事業との連携について、よりよい参加手法の検討を行います。
今後の方針等

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

平成２９年度　事務事業評価表
9651

一般会計

事務事業名 放課後児童クラブ事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年育成担当 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 働きながら子育てができている

児童福祉法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和60年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

放課後帰宅しても、保護者の就労や病気等により、適切 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
な保護が受けられない児童 事業費 288,975 320,423 360,797

人件費 18,026 13,731 14,100

目　的 総事業費 307,001 334,154 374,897

放課後に留守家庭の児童を預かり、異なる学年の子ども 30年度事業費（予算額）財源内訳
たちが一緒になって遊びや物づくりを行うことができる 国支出金 90,125

安全な生活の場を提供します。 県支出金 90,125

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・小学校の余裕教室等を活用し、資格を有する支援員等 その他 92,296

　により児童クラブの運営を行います。 一般財源 88,251

・公営児童クラブのない学区（南林間小学校、西鶴間小 合　計 360,797

　学校）については、民営の児童クラブに業務を委託し ３.活動内容
　ます。 名称 入所児童数（公営） 単位 人
・公営及び委託民営児童クラ



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
保護者の就労支援のため、積極的に関与する必要があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 放課後児童を対象とした各事業と有機的に連携し、児童がより参加しやすい手法につ

いて検討が必要です。また、入会児童数の増加に伴い、人員及び居室の確保が必要で
Ｂ Ｂ Ｂ

す。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業費、人件費ともに適正な水準です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
適正な受益者負担が維持されています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
各児童クラブに設置された保護者主体の運営委員会に対して補助金を交付し、イベン

トや交流会の企画・実施等による児童クラブ運営への積極的な関与を図っています。
Ａ Ａ Ａ

また、障がい児の入会に際し、必要な人員の配置や物品購入等の対応を行っています

。



子ナイトウォークラリーのコース数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 3 3 3指標値
2

実　績 3 3 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・親子ナイトウォークラリーについては、年々事務局の 標 予　定指標値
　負担が増加していたことから、準備期間も含め、合理 3

実　績 －－－　化・効率化を図っており、一定の成果は上がっていま

　すが、更なる合理化・効率化を図ることが必要です。 名称 単位
・ふれあい広場については、参加者だけではなく、安定 活

内容説明　した運営を行うためにも、運営に携わる役員やボラ 動

  ンティアを増加させることも必要です。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

事務局として、さらに効果的、効率的な運営手法について、委託先と検討を重ねて、事務負担の軽減及び効

率化を図っていきます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9656

一般会計

事務事業名 親子ふれあい推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年活動推進担 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和58年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 2,849 3,014 3,159

人件費 4,740 4,790 5,158

目　的 総事業費 7,589 7,804 8,317

親子のふれあいや子どもと地域住民との交流を深めます 30年度事業費（予算額）財源内訳
。 国支出金 0

県支出金 1,127

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・ふれあい広場推進委員会に委託し、市内１５箇所でふ その他 0

　れあい広場を実施します。 一般財源 2,032

・青少年指導員連絡協議会に親子ナイトウォークラリー 合　計 3,159

　を委託し、実施します。 ３.活動内容

名称 ふれあい広場開催回数 単位 回
活

内容説明 ふれあい広場を開催した回数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 15 15 15指標値
1

実　績 15 13 －－－成　果（効果･予測）

親子のふれあいや地域への愛着を深め、青少年の健全育 名称 親子ナイトウォークラリーコース数 単位 本
成や明るい家庭づくりに寄与します。 活

内容説明 親



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
関係機関や部署との様々な調整や公共施設等を使用することから、市が関与する必要

性は高いと考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 事務の効率化について検討が必要です。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：経費を節減できる余地が一部ある。

事業費・人件費
委託内容や事務局としての市の関わり方などについて、検討が必要です。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：一部見直しが必要である。

受益・負担の公平性
親子ナイトウォークラリーについては、参加者に対する受益の負担について、検討が

必要です。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
コース等については、ユニバーサルデザインの観点から検討を行っています。また、

参加者への情報提供についても十分と考えます。
Ａ Ａ Ａ



明 ユースクラブが実施した研修・ボランティア活動等の日数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 90 90 90指標値
1

実　績 90 90 －－－成　果（効果･予測）

・こども広場では、子どもたちや保護者が集まる場を創 名称 子ども広場開催日数 単位 日
　出することで、世代間の交流やコミュニティの醸成を 活

内容説明 子ども広場として施設を開放した日数　図ることができます。 動

・中高生のボランティア活動に対する意欲を深めます。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・大和ユースクラブの活動を通して会員の資質を伸ばす 標 予　定 100 100 0指標値
　ことにより、次世代の中心的人材として青少年の健全 2

実　績 111 103 －－－　育成に寄与することができます。

名称 ボランティア参加者数 単位 人
活

内容説明 夏休み期間中にボランティアとして参加した中高生の延べ人数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・大和ユースクラブについては、運営をサポートする　 標 予　定 80 60 0指標値
　ユースボランティアの確保や、会員の活動参加率向上 3

実　績 60 59 －－－　が課題です。

・青少年センターの移転に伴い、事業内容の見直しが必 名称 単位
　要です。 活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・青少年センター移転に伴い、母と子のプレイルーム、お話し会、大和ユースクラブ活動の充実を図るた　

　め、効果的で効率的な事業の周知や募集方法、活動場所の確保等を継続して検討していきます。

・大和ユースクラブ会員一人ひとりの企画力や主体性等の向上を目的とした活動プログラムを検討し、人材
今後の方針等

　育成を図る必要があります。

平成２９年度　事務事業評価表
9658

一般会計

事務事業名 青少年育成事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年活動推進担 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成10年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

こども広場は、乳幼児からの子どもとその保護者。ボラ 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
ンティア入門は、中学生・高校生。青少年社会・自然体 事業費 928 919 922

験推進事業は、小学校高学年から青年まで。 人件費 5,484 5,458 4,721

目　的 総事業費 6,412 6,377 5,643

こども広場は子どもの余暇活動を促進します。ボランテ 30年度事業費（予算額）財源内訳
ィア活動と大和ユースクラブの各種活動を通して、若者 国支出金 0

の健全育成と能力開発を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・こども広場は定期的に施設を自由開放し、その中で随 その他 0

　時自主事業を実施します。 一般財源 922

・中高生ボランティアは夏休み期間中、施設に遊びに来 合　計 922

　た子どもたちの遊びを支援します。 ３.活動内容
・大和ユースクラブに青少年に関わる事業を委託し、自 名称 ユースクラブ活動日数 単位 日
　主企画・自主運営を促進します。 活

内容説



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
青少年の健全育成と能力開発という事業の特性から、市の関与が必要です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 多くの市民が参加できるよう、事業の周知方法や実施方法の検討を行います。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：経費を節減できる余地が一部ある。

事業費・人件費
事務の効率化を図ることにより、人件費を削減できる余地があると考えます。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：一部見直しが必要である。

受益・負担の公平性
より効果的な周知・募集方法の見直しを行い、参加者の増加を図ることにより、受益

の公平性を向上させることが必要です。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
市のホームページや広報により、広く市民に周知し参加者を募っていることから、社

会的配慮を十分に行っていると考えます。
Ａ Ａ Ａ



19指標値
1

実　績 19 19 －－－成　果（効果･予測）

・地域の大人たちに見守られた安全安心な居場所を確保 名称 放課後子ども教室の延べ開設日数 単位 日
　することで、児童の安全や保護者の安心を高めること 活

内容説明 放課後子ども教室を開設した延べ日数　ができます。 動

・世代間交流をとおし、児童の協調性や社会性を高める 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

　ことができます。 標 予　定 1,700 1,800 1,800指標値
2

実　績 1,702 1,818 －－－

名称 放課後子ども教室の延べ参加人数 単位 人
活

内容説明 放課後子ども教室に参加した児童の延べ参加人数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・子どもにとって安全・安心な居場所とするため、「放 標 予　定 88,000 88,000 96,000指標値
　課後寺子屋やまと」や「放課後児童クラブ」との継続 3

実　績 86,049 96,436 －－－  した連携強化を図ることが必要です。

・災害や事件等が発生した際、「放課後子ども教室」の 名称 単位
　運営について、学校等と連携をしたマニュアルの整　 活

内容説明　備、避難訓練の実施が必要です。 動

・参加児童の怪我やトラブルなど様々な課題に対応する 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

　ため、さらなる安全管理員等の資質向上が求められま 標 予　定指標値
　す。 4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

安定した事業運営を行うため、「放課後寺子屋やまと」や「放課後児童クラブ」との継続した連携を図ると

ともに、参加児童の安全を確保するため、緊急時マニュアルの見直しや避難訓練の実施などについて検討を

行います。
今後の方針等

【「健康都市 やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

平成２９年度　事務事業評価表
18537

一般会計

事務事業名 放課後子ども教室管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年活動推進担 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成20年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

実施する小学校の全ての児童 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 41,862 41,210 45,255

人件費 20,026 17,168 15,776

目　的 総事業費 61,888 58,378 61,031

放課後に児童の安全･安心な居場所を設けます。 30年度事業費（予算額）財源内訳
異なる学年や地域の方々との交流を通じ児童の健全育成 国支出金 0

を図ります。 県支出金 23,096

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・学校の余裕教室等を活用し、地域の方々からなる学習 その他 0

　アドバイザー及び安全管理員を配置します。 一般財源 22,159

・安全管理員が企画した様々な遊びや交流活動等を実施 合　計 45,255

　することで、世代間交流などにより児童の協調性や社 ３.活動内容
　会性を養う場を創出します。 名称 放課後子ども教室の設置数 単位 校

活
内容説明 放課後子ども教室を行っている小学校の数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 19 19



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
学校をはじめとする関係部署と様々な調整や協議を行う必要性があるため、市が関与

することが必要です。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 季節のイベントや地域ボランティアを活用した各種体験教室を充実することにより、

参加児童の増加を図ります。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：経費を節減できる余地が一部ある。

事業費・人件費
参加児童の安全面に配慮した効率的な人員配置を継続しつつ、安全管理員等の資質向

上を図ります。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：一部見直しが必要である。

受益・負担の公平性
参加者の増加を図ることにより、受益の公平性を向上させることが必要です。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
各校ごとの特性にあわせた「ひろばだより」を作成し、学校を通じて全児童に配布を

しており、また、同一紙面に「寺子屋だより」を掲載していることから、社会的配慮
Ａ Ａ Ａ

を十分に行いつつ、環境負担軽減に努めています。



期に東日本大震災の被災や復興の状況 名称 実行委員会開催回数 単位 回
を記憶にとどめることで、思いやりの心や社会に貢献し 活

内容説明 事業の企画等を検討するための会議回数たいという気持ちを育み、今後の健全な人間形成に寄与 動

します。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 4 4 4指標値
2

実　績 4 4 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・実行委員及び参加者の募集について、十分市民に周知 標 予　定指標値
　されるよう広報の手段・方法を考える必要がありま　 3

実　績 －－－　す。

・参加者にとって、有益で効果的な学習体験の場となる 名称 単位
　よう、被災地の復興状況を踏まえ、実情に合わせた体 活

内容説明　験プログラムを提供していく必要があります。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

仮設住宅の閉鎖に伴う新たな交流活動の内容について、訪問地の現状や実情を考慮しつつ検討を継続してい

きます。また実行委員及び参加者の募集について、十分市民に周知されるよう今後も広報等に努めてまいり

ます。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
34627

一般会計

事務事業名 こども体験事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年活動推進担 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成26年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

小学５・６年生２０人及び中学生１０人 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 1,397 1,371 1,687

人件費 3,720 3,685 4,053

目　的 総事業費 5,117 5,056 5,740

様々な体験を通し、豊かな感性やリーダーシップ等を育 30年度事業費（予算額）財源内訳
み、主体的に活動できる青少年を育成します。 国支出金 0

県支出金 449

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・東日本大震災の被災地において、地域の人達との交流 その他 1,238

　や被災地体験プログラムなどを行います。 一般財源 0

・企画運営は、青少年（高校生以上）を中心とした実行 合　計 1,687

　委員会によって行います。 ３.活動内容
・青少年健全育成基金を活用します。 名称 公募による実行委員数 単位 人

活
内容説明 実行委員のうち、公募による青年の実行委員の数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 5 5 5指標値
1

実　績 7 7 －－－成　果（効果･予測）

感受性の強い少年



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
実行委員は青年のボランティアが主体であり、本事業には行政や協力団体がいくつか

関わっていることから、渉外などは市が行う必要性が高いと考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 毎年変化していく被災地での活動プログラムについては、実施検証を行い、さらに効

果を上げていく必要があると考えます。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
より充実した活動プログラムの導入や安定した参加者の確保のために、事業費の見直

しについての検討が必要と考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
参加者からは往復の新幹線料金相当の負担金を徴収しており、適正であると考えます

。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
市のホームページや広報等により、広く市民に周知し、参加者を募っていることから

、社会的配慮については十分であると考えます。
Ａ Ａ Ａ



8年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

こども食堂実施場所に偏りがあること、各団体の提供可 標 予　定指標値
能食数に限りがあることから、必要としている人へ支援 3

実　績 －－－が行き届いているか検証が必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 － 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

食事の提供のみでなく、世代間交流や学習支援についても補助金を交付できるよう取り組んでいきます。ま

た、実施場所をさらに増やすための取り組みを行っていきます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
40940

一般会計

事務事業名 こども食堂支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年育成担当 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの健康と安全を守る

めざす成果 子どもの人権と安全な生活環境が守られている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成28年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

こども食堂を実施する団体 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 351 1,594 3,352

人件費 744 1,263 1,105

目　的 総事業費 1,095 2,857 4,457

子どもの孤食を減らすとともに、子どもにとって安心で 30年度事業費（予算額）財源内訳
きる地域の居場所づくりと、保護者の子育て支援を目的 国支出金 0

とします。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・こども食堂を実施する団体に対して補助金を交付しま その他 0

　す。 一般財源 3,352
合　計 3,352

３.活動内容

名称 補助金交付団体数 単位 団体
活

内容説明 補助金を交付した団体数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 0 4 5指標値
1

実　績 3 4 －－－成　果（効果･予測）

無料もしくは安価な料金で食事ができる「こども食堂」 名称 単位
が地域にあることによって、子どもの孤食を減らすとと 活

内容説明もに、子どもの居場所づくりや保護者への子育て支援が 動

期待されます。 指 2



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
子どもの居場所づくりと保護者の子育て支援を目的としていることから、市の関与が

必要です。
－ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 実施場所に偏りがあるため、偏りをなくすことが必要です。また、子どもたちへの世

代間交流の機会や学習支援を通じた地域の大人たちとのコミュニケーションの機会を
－ Ｂ Ｂ

付与していく予定です。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業費、人件費ともに適正な水準です。

－ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
適正化が図られています。

－ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまと、市のホームページへの掲載を活用した情報提供を行っています。

－ Ａ Ａ



（効果･予測）

・式典で表彰することにより、市民各層の理解と協力を 名称 青少年問題協議会の開催 単位 回
　喚起できます。 活

内容説明 青少年育成関係機関及び団体の代表による諸問題の協議・市民総ぐるみの運動として、効果的な推進が図れま　 動

　す。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・優秀作文の表彰や小・中学生、高校生の代表による朗 標 予　定 2 2 2指標値
　読により、青少年の健全な活動の一層の啓発が期待で 2

実　績 2 2 －－－　きます。

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

様々な問題を抱える子ども・若者たちについて、適切な 標 予　定指標値
支援を継続していくことが必要です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

様々な問題を抱える子ども・若者及びその保護者への支援について関係機関と連携を図り、具体的な手法に

ついて検討を進めます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9648

一般会計

事務事業名 青少年健全育成都市宣言推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年育成担当 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

地方青少年問題協議会法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和49年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 585 632 856

人件費 2,232 1,474 1,474

目　的 総事業費 2,817 2,106 2,330

家庭、学校、地域社会が相互の連携を密にし、市民総ぐ 30年度事業費（予算額）財源内訳
るみで青少年の健全育成を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・青少年に関する総合的施策の樹立に必要な重要事項に その他 0

　ついて調査・審議し、関係機関相互の連絡調整を図る 一般財源 856

　ため、青少年問題協議会を設置します。 合　計 856

・毎年１１月に実施される内閣府が提唱する「子ども・ ３.活動内容
　若者育成支援強調月間」に合わせて、青少年健全育成 名称 青少年健全育成大会の開催回数 単位 回
　大会等を開催します。 活

内容説明 青少年育成活動推進者表彰、青少年善行表彰等動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果



母親同士の交流の 活
内容説明 年間利用者総数に占める青少年及び青少年指導者等の割合場を提供することで、育児についての情報交換等が図ら 動

れます。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 75 75 100指標値
2

実　績 69 65 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・大規模災害の発生の際、適正に対応することが求めら 標 予　定指標値
　れます。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

青少年、青少年団体、青少年育成関係者等が新施設を利用できるより良い方法を検討します。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9653

一般会計

事務事業名 青少年センター運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年育成担当 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成8年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内在住・在勤・在学の青少年、青少年団体、青少年育 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
成関係者等 事業費 1,278 1,445 4,109

人件費 6,505 2,103 840

目　的 総事業費 7,783 3,548 4,949

青少年健全育成の立場から、青少年や青少年団体等へ施 30年度事業費（予算額）財源内訳
設を提供します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

９：００から２１：００の中で、青少年や青少年団体等 その他 0

へ施設（青少年センター会議室１，２）を提供します。 一般財源 4,109
合　計 4,109

３.活動内容

名称 利用者数 単位 人
活

内容説明 年間利用者数の累計動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 36,000 36,000 7,000指標値
1

実　績 32,291 28,367 －－－成　果（効果･予測）

青少年によるサークル活動が活発化することで、地域の 名称 青少年及び指導者の利用割合 単位 ％
仲間づくりが図られます。子育て中の



度

標 予　定 8 3 0指標値
2

実　績 3 0 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

昭和４６年建築のため、建物の老朽化と併せて設備の老 標 予　定指標値
朽化が進んでいます。平成２９年度末の閉館後、解体ま 3

実　績 －－－での間、適切に管理します。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

旧青少年センターの解体に向けて、維持管理費の削減に努める必要があります。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9654

一般会計

事務事業名 青少年センター施設維持管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年育成担当 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成8年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

青少年センターの建物・設備等の維持管理 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 12,429 14,422 2,681

人件費 744 2,840 997

目　的 総事業費 13,173 17,262 3,678

施設を適正に維持管理します。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

清掃・消防設備・空調機・ボイラー等の保守点検を委託 その他 0

により実施し、建物や設備等の補修を計画的に実施しま 一般財源 2,681

す。 合　計 2,681

３.活動内容

名称 維持管理件数 単位 件
活

内容説明 委託件数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 17 15 2指標値
1

実　績 17 18 －－－成　果（効果･予測）

青少年センター施設の必要箇所を改修し適切な維持管理 名称 修繕等件数 単位 件
を行います。平成２９年度末の閉館後も、解体までの間 活

内容説明 修繕を行った件数、適切に管理します。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年



め 名称 新成人実行委員の募集 単位 人
　ることができます。 活

内容説明 公募による実行委員数・新成人が友人や恩師等と一堂に会する機会を設けるこ 動

　とで、学生時代を懐かしむとともに絆を深めることが 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

　できます。 標 予　定 5 5 5指標値
・市民が企画・運営等に参加することで、市全体で新成 2

実　績 3 7 －－－　人を祝い励ますことを実現します。

名称 参加人数 単位 人
活

内容説明 参加対象者の７０％を目標とした参加人数実績動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・実行委員会が、新成人を主体として十分に機能してい 標 予　定 1,400 1,400 1,400指標値
　けるよう、他市の状況などを参考に、調査・研究して 3

実　績 1,531 1,580 －－－　いく必要があります。

・公募に応じる実行委員の人数を増加させるため、効果 名称 単位
　的な周知方法の検討が必要です。 活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

新成人がさらに主体的に企画運営を行うことができる成人式の実現に向けて、運営や手法について検討を重

ねていきます。また、公募に応じる実行委員を増やすための効果的な周知方法や実行委員が過度の負担とな

らない効率的な会議の運営、また、案内状、記念品等の作成手法について検討していきます。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9655

一般会計

事務事業名 やまと成人式開催事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年活動推進担 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和36年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

新成人 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 5,932 5,790 6,851

人件費 6,228 6,264 6,632

目　的 総事業費 12,160 12,054 13,483

都市宣言の理念のもとに育まれた青少年が、人生の節目 30年度事業費（予算額）財源内訳
の日を自ら祝うため、実行委員として企画運営に参加し 国支出金 0

、有意義なイベントを作り上げていきます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

新成人主体の「式」にするため、新成人と新成人実行委 その他 0

員経験者を中心とした実行委員会を組織します。 一般財源 6,851

実行委員会に企画・運営・実施を委託します。 合　計 6,851

３.活動内容

名称 実行委員会の開催数 単位 回
活

内容説明 成人式の内容等を検討する回数（部会を含む。）動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 16 16 16指標値
1

実　績 20 21 －－－成　果（効果･予測）

・新成人にとって自らの成人式であるという自覚を高



場として活用されています。 活
内容説明 ツリーガーデン管理運営に関するイベントの開催回数・ハザードの除去やリスク管理を行うことで、子どもた 動

　ちが安心して遊べる場所として活用されています。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 10 8 5指標値
2

実　績 8 3 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

子どもたちが遊びを創造することによって、チャレンジ 標 予　定指標値
精神や自立性をより養えるようにするために、協働事業 3

実　績 －－－者と情報共有をする必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

誰もが安全で安心に施設を使用できるよう、運営委員会とともに遊具のあり方、管理方法などについて、継

続した検討を行うとともに、情報共有を行います。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9657

一般会計

事務事業名 緑野青空子ども広場管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年活動推進担 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが個性・能力にあった教育を受けている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成11年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 2,225 1,433 2,383

人件費 4,549 5,757 5,020

目　的 総事業費 6,774 7,190 7,403

安全かつ安心な誰でも使える施設として、子どもたちが 30年度事業費（予算額）財源内訳
、多世代間交流や遊びを通して多様な生きる力や社会性 国支出金 0

、人間性を育むことのできる場を提供します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・緑野青空子ども広場を、地域の方との協働事業とし　 その他 0

　て、管理運営します。 一般財源 2,383

・トイレ清掃に係る業務を委託します。 合　計 2,383

３.活動内容

名称 利用可能日数 単位 日
活

内容説明 利用ができる日数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 365 365 274指標値
1

実　績 365 263 －－－成　果（効果･予測）

・子どもたちが自然や季節の変化に触れることで、自由 名称 イベント開催回数 単位 回
　な遊びを創造できる広



単位 回
います。 活

内容説明 各地区での活動数＋専門部会開催数＋連協事業数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 420 420 420指標値
1

実　績 428 430 －－－成　果（効果･予測）

青少年健全育成を進める団体の活性化や、地域指導者、 名称 市子ども会連絡協議会加入数 単位 団体
青少年サークルの育成を進めることによって、地域での 活

内容説明 市子ども会連絡協議会加入子ども会数健全育成に対する取り組みが活発になります。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 34 31 30指標値
2

実　績 34 31 －－－

名称 青少年センターまつり参加団体数 単位 団体
活

内容説明 青少年センターまつりのステージや出店等の参加団体数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・青少年指導員の定数確保が難しくなっています。 標 予　定 12 10 3指標値
・青少年センター移転に伴い、青少年センターまつりの 3

実　績 11 11 －－－　事業内容を見直す必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

事務局として各団体が効果的、効率的な運営ができるよう、助言等の支援をしていきます。

また、青少年センターの移転に伴い、各団体の活動機会と場所を確保するとともに、青少年センターまつり

の事業内容を見直して実施します。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9659

一般会計

事務事業名 青少年指導者育成支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年活動推進担 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和36年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市青少年指導員連絡協議会、大和市子ども会連絡協 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
議会、大和市母親クラブ連絡協議会 事業費 6,347 5,923 7,621

人件費 24,552 22,556 22,838

目　的 総事業費 30,899 28,479 30,459

地域で青少年健全育成を進める団体の協議会活動を支援 30年度事業費（予算額）財源内訳
するとともに、指導者を養成します。また、団体が主体 国支出金 0

となり、青少年を対象としたイベントを開催します。 県支出金 335

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

地域で青少年の健全育成を進める３団体については、補 その他 0

助金による金銭面の支援と、行政内に事務局を置く人的 一般財源 7,286

な支援を行っています。また、青少年団体や青少年サー 合　計 7,621

クルが主体となり青少年を対象としたイベントを開催し ３.活動内容
ます。さらに指導者の資質向上のための研修も開催して 名称 青少年指導員年間活動数



ます。 名称 推進委員会開催回数 単位 回
活

内容説明 推進委員会と研修会等の開催回数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 4 4 4指標値
1

実　績 4 4 －－－成　果（効果･予測）

組織及び運営に青少年の健全育成を目的とした他団体が 名称 研修会等への役員参加地区数 単位 地区
連携して取り組むことにより、地域での連帯感が高ま 活

内容説明 研修会等に役員が参加した地区数り、地域活動の活性化が期待されます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 9 9 9指標値
2

実　績 9 9 －－－

名称 環境浄化活動の実施地区数 単位 地区
活

内容説明 環境浄化活動に関わる事業を実施した地区数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

各地区の事業内容の見直しを行い、より効果的で効率的 標 予　定 7 8 8指標値
な事業展開を行っていく必要があります。 3

実　績 8 8 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

事務局として事業内容を精査するとともに、指導室、図書・学び交流課との連携を図り、地区の実情に合わ

せた効果的な運営方法、活動手法について引き続き検討し提案していきます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9660

一般会計

事務事業名 大和市家庭・地域教育活性化会議支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年活動推進担 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが夢や目標をもって学んでいる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成14年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和家庭・地域教育活性化会議推進委員会、中央林間連 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
合環境浄化推進協議会、「愛の一声をかける運動」をす 事業費 1,510 1,500 1,510

すめる会、大和東小学校区青少年を健やかに育てる会 人件費 2,232 2,211 2,211

目　的 総事業費 3,742 3,711 3,721

活性化会議は、地域の連帯感を高め、各種団体との連携 30年度事業費（予算額）財源内訳
を図り、地域ぐるみの青少年健全育成活動を推進してい 国支出金 0

き、推進委員会は地区の活動を総合的に支援します。 県支出金 503

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

地区活性化会議については、推進委員会をとおして事業 その他 0

内容に応じた金銭的支援を、補助金によって行っていま 一般財源 1,007

す。また、行政内に事務局を置く人的な支援も併せて行 合　計 1,510

い、各種団体代表及び地区代表から成る推進委員会との ３.活動内容
連絡調整を行ってい



動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

基金を適正に管理するとともに、寄附の件数を増やすための検討を継続します。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9928

一般会計

事務事業名 青少年健全育成基金管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年育成担当 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもの生きる力を育む

めざす成果 子どもが様々な体験をしながら育っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成16年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

青少年健全育成基金 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 168 102 211

人件費 744 737 737

目　的 総事業費 912 839 948

青少年の健全育成のための基金を適正に管理します。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

基金を管理するとともに、市民からの寄附金を受け入れ その他 211

ます。 一般財源 0
合　計 211

３.活動内容

名称 寄附金受入件数 単位 件
活

内容説明 年間に寄附金を受け入れた件数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

寄附金を活用することで、青少年の健全育成に寄与しま 名称 単位
す。 活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

寄附の件数を増やすための検討が必要です。 標 予　定指標値
3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明



内容説明がより良くなります。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

子どもたちにとって安全かつ快適な施設であり、また管 標 予　定指標値
理運営していくことも考慮した適切な規模の施設とする 3

実　績 －－－必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 － 28年度 － 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

他の放課後児童クラブについても、入会希望児童数と既存施設の定員を注視し、適切な対応をしていくこと

が必要です。また、建設するプレハブについても、より適切なものにして行く必要があります。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
42037

一般会計

事務事業名 放課後児童クラブ施設整備事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども・青少年課 こども・青少年育成担当 遠藤　隆久

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 働きながら子育てができている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成24年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

放課後児童クラブ 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 0 86,479 96,664

人件費 0 1,842 1,474

目　的 総事業費 0 88,321 98,138

放課後児童クラブへの入会希望児童数が、既存施設の定 30年度事業費（予算額）財源内訳
員を超えると予測される小学校について、放課後児童ク 国支出金 25,272

ラブの受け入れ体制の整備を行います。 県支出金 25,272

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 40,400

・小学校の敷地内に、専用プレハブ施設を建設します。 その他 0

一般財源 5,720
合　計 96,664

３.活動内容

名称 放課後児童クラブ整備施設数 単位 件
活

内容説明 プレハブ建設等により整備した放課後児童クラブ施設数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 0 0 1指標値
1

実　績 0 1 －－－成　果（効果･予測）

入会希望児童の受け入れ体制が整備されます。また、居 名称 単位
室部分が増えることで、子どもたちの放課後の生活環境 活


